
   千代田町新商品研究開発支援補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、意欲的な新商品の開発に取り組む事業者に対して、予算の範

囲内において、その研究開発に要する経費の一部を補助することにより、本町の

地域性を活かした産業振興や地域振興を図り、もって千代田町の魅力を高めてい

くことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、次の各号に定めるところに

よる。 

(1) 新商品 販売を目的として新たな商品を研究開発し、一般流通経路において

消費者に販売される食品又は民・工芸品をいう。 

(2) 事業者 次のアからオまでのいずれかに該当するものをいう。 

ア 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業

者（以下「中小企業者」という。）で、町内で１年以上継続して事業を行っ

ているもの 

イ 町内で１年以上継続して事業を行っている２者以上の中小企業者 

ウ 町内に店舗を有し、１年以上継続して一般消費者に販売の目的で食品を製

造しているもの 

エ 町商工会（各部会を含む）及び邑楽館林農業協同組合 

オ その他町長が適当と認めるもの 

(3) 指定事業者 新商品の指定を受けた事業者をいう。 

（対象者） 

第３条 対象者は、意欲的な新商品の開発に取り組む事業者であり、団体又はそ

の代表者が次の各号のいずれにも該当しないものとする。 

(1) 法律行為を行う能力を有しない者 

(2) 破産者で復権を得ない者 

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律

第２２５号）に基づき更正手続中の者 



(4) 法人税、消費税、地方消費税、都道府県民税又は市町村税を滞納している者 

(5) 法人等の役員又は構成員に、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員及びその利益とな

る活動を行ったことがある者が含まれているもの 

（新商品の内容） 

第４条 新商品は、次の各号の全ての要件を満たす物とする。 

(1) 千代田町をイメージするような商品であり、広く推奨できるものであること。 

(2) 千代田町で生産、収穫又は製造されるものであること。 

(3) 名称や意匠が町と関わりがあるものであること。 

(4) 品質及びデザイン性が優れているものであること。 

(5) 物品の安定的な生産供給が可能であること。 

（対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、新商品を研究開発するために直接的に必要な原

材料費、機械装置又は工具器具購入費、試作・改良等に要する経費、デザイン及

び印刷費、商品開発の一部を他業者に委託する経費とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、当該年度における予算の範囲内とし、前条に定める対象経

費の額とする。ただし、その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。 

２ 前項の規定に基づく補助金の額は、対象経費の１００分の８０以内の額又は３

０万円以内のいずれか少ない額とする。 

３ 第８条、第１１条及び第１２条の規定により、指定事業者が審査会の結果に基

づき、新商品を認定されないときは、第１項の規定に基づく補助金の額は、対象

経費の１００分の４０以内の額又は１５万円以内のいずれか少ない額が支給され

るものとする。 

（事業者の指定の申請） 

第７条 新商品の指定を受けようとする事業者は、町長が指定する期日（以下「指

定日」という。）までに、新商品研究開発支援補助金事業者指定申請書（様式第

１号）及び関係書類を添付の上、町長に提出しなければならない。 



２ 町長は、前項の申請があったときは、次に掲げる事項に留意するものとする。 

(1) 食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）その他関係法令に適合している商

品であること。 

(2) 審査申請のため、特別に調整された商品でないこと。 

(3) 他の特許登録と同一又はその模倣品と認められる商品でないこと。 

（新商品の審査） 

第８条 新商品の審査は、千代田町新商品研究開発支援補助金審査委員会設置要綱

（平成２８年千代田町告示第１０６号）により千代田町新商品研究開発支援補助

金審査会（以下「審査会」という。）が行う。 

２ 審査会は、必要に応じて開催することができる。 

（事業者の指定） 

第９条 町長は、第７条の規定による申請があったときは、審査会を開催しなけれ

ばならない。 

２ 町長は、前項の審査会の結果に基づき、適当と認め、新商品の事業者の指定を

行うときは、事業者の指定通知書（様式第２号）により、指定を行わないときは

事業者の不指定通知書（様式第３号）により当該事業者に通知するものとする。 

３ 町長は、前項の指定を行うに当たっては、条件を付することができる。 

４ 指定を受けた事業者（以下「指定事業者」という。）は、指定日までに新商品

の試作品を町長に提出しなければならない。 

（指定事業者の認定の申請） 

第１０条 新商品の認定を受けようとする指定事業者は、指定日までに、新商品研

究開発支援補助金事業者認定申請書（様式第４号。以下「認定申請書」という。）

及び関係書類を添付の上、町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、第７条第２項に掲げる事項に留意するも

のとする。 

（新商品の認定） 

第１１条 町長は、前条の規定による申請があったときは、審査会を開催しなけれ

ばならない。 

２ 町長は、前項の審査会の結果に基づき、適当と認め、新商品の認定を行うとき



は、新商品の認定通知書（様式第５号）により、認定を行わないときは新商品の

不認定通知書（様式第６号）により当該事業者に通知するものとする。 

３ 町長は、前項の認定を行うに当たっては、条件を付することができる。 

４ 町長は、第２項の規定に基づき認定したときは、認定証を交付する。 

（補助金の交付申請） 

第１２条 新商品の指定事業者は、補助金の交付申請をするときは、指定日までに

次に掲げる関係書類を添付の上、町長に提出しなければならない。 

(1) 新商品研究開発支援補助金交付申請書（様式第７号。以下「補助金交付申請

書」という。） 

(2) 新商品研究開発支援補助金請求書（様式第８号） 

(3) 補助金対象経費に係る領収書 

(4) その他参考となる関係書類 

（補助金の交付の決定） 

第１３条 町長は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、そ

の内容を審査の上、適当と認めるときは補助金の交付決定を行い、千代田町新商

品研究開発支援補助金交付決定通知書（様式第９号）により通知するものとする。 

（指定の取消し等） 

第１４条 町長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定

を取り消すことができる。 

(1) 指定日までに第１０条に定める認定申請書及び関係書類を町長に提出しな

いとき。 

(2) 指定日までに新商品の試作品を町長に提出しないとき。 

(3) 虚偽の申請その他不正の行為があったと認められるとき。 

２ 町長は、前項の規定により事業者の指定を取り消したときは、事業者の指定取

消通知書（様式第１０号）により当該事業者に通知するものとする。 

３ 町長は、第１項の規定により指定の取消しを受けた者に対し、既に交付した補

助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

（認定の取消し等） 

第１５条 町長は、認定を受けた事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、



その認定を取り消すことができる。 

(1) 虚偽の申請、その他補助金の交付に関連して不正の行為があったとき。 

(2) 新商品の仕様等を変更したことにより、同一性が認められなくなったとき。 

(3) 新商品としての信用を著しく害する行為があったとき。 

(4) 新商品の認定を受けた日から指定日までに新商品の販売をしないとき。 

(5) 新商品の認定を受けた日から２年以内に新商品の製造及び販売を中止した

とき。 

(6) その他町長が特に必要と認めるとき。 

２ 町長は、前項の規定により事業者の認定を取り消したときは、新商品の認定取

消通知書（様式第１１号）により当該事業者に通知するものとする。 

３ 町長は、第１項の規定により認定の取消しを受けた者に対し、既に交付した補

助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成３０年１月４日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


